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株 主 各 位

第56期 定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

１．事業報告

「(2) 新株予約権等の状況」……………………………… １頁

２. 事業報告

「(5) 業務の適正を確保するための体制」……………… ２頁

３．連結計算書類

「連結注記表」……………………………………………… ６頁

４．計算書類

「個別注記表」……………………………………………… 21頁

法令ならびに当社定款の規定に基づき、上記の事項につきまし

て は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ

（http://www.mapple.co.jp/）に掲載することにより、株主の

皆様に提供しております。なお、上記の事項は監査役が監査報

告を作成するに際して監査をした事業報告の一部、ならびに会

計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計

算書類及び計算書類の一部であります。

株 式 会 社 昭 文 社

表紙
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(2) 新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況
該当事項はありません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約
権の状況
該当事項はありません。

③　その他新株予約権等の状況
平成26年８月15日開催の取締役会決議に基づき発行した第１回無担保転

換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の概要は以下のとおりで
す。

新株予約権付社債の内容

社債の総額 1,000,000,000円

各社債の金額 25,000,000円の１種

利率 本社債には利息を付さない。

社債の発行日 平成26年９月１日

償還の方法及び期限
平成31年８月30日に社債の額面100円につき100円で償還する。
なお、本新株予約権付社債の発行要項に基づき、繰上償還を行
う場合もある。

新株予約権の内容

社債に付された新株予約
権の数

40個

新株予約権の目的となる
株式の種類及び数

普通株式　1,550,387株

新株予約権の払込金額 本新株予約権と引き換えに金銭の払込みは要しない。

新株予約権の行使期間 平成26年９月１日から平成31年８月29日まで

－ 1 －

新株予約権等の状況
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(5) 業務の適正を確保するための体制

平成22年３月19日開催の当社取締役会において、「内部統制システムの構築

に関する基本方針」を一部改訂し、以下の通り決議しております。

１．取締役及び使用人の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

（会社法第362条第４項第６号、会社法施行規則第100条第１項第４号）

当社では、「経営理念」や「企業行動規範」、「コンプライアンス基本方

針」等コンプライアンス体制に係る規定を定め、取締役及び使用人が常に法

令・定款を遵守し、倫理を尊重した行動を取れるよう徹底する。

コンプライアンス担当役員を置くとともに、総務部法務課を「コンプライ

アンス担当部署」として位置づけ、コンプライアンス上重要と思われる事項

について検討するとともに、「コンプライアンス・マニュアル」等を策定

し、取締役及び使用人へ配布し、その啓蒙教育活動を実施し周知徹底させ

る。また、コンプライアンス違反等について、通常の職制を通じた報告制度

と別に直接情報提供を行える仕組みとして公益通報者保護規程を定めると

ともに、「コンプライアンス・ホットライン」を設置し、コンプライアンス

経営の強化を図る。

内部監査部門は、コンプライアンスの状況についても監査を実施し、その

結果を報告する体制を構築する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（会社法施行規則第100条第１項第１号）

取締役の職務の執行に係る情報（特に取締役の意思決定や取締役への報告

事項等）については、情報セキュリティ管理規程、営業秘密管理規程、文書

管理規程等に基づき文書または電磁的媒体（以下文書等という。）に記録

し、適切に保存・管理する。

保存された文書等は、取締役及び監査役が常時閲覧できるものとする。

－ 2 －

業務の適正を確保するための体制
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３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（会社法施行規則第100条第１項第２号）

損失の危機の管理につきましては、リスク管理担当役員を置くとともに、

従来より行ってきた危機管理プロジェクトを発展させた「リスク管理委員

会」を設置し、リスク管理に関するリスク管理規程の制定、マニュアルの策

定等を行う。また組織横断的に各業務におけるリスクの識別と対応につい

て明確にし、全社員への啓蒙教育を行うことで、リスクを未然に防止し、ま

たリスクが発生した場合にも迅速かつ組織的な対応を行い、損害を最小限度

に抑えられる体制を構築する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（会社法施行規則第100条第１項第３号）

意思決定機関である取締役会において的確な判断が迅速に行えるよう、取

締役及び各本部長が出席する「経営会議」等を定期的及び必要性がある場合

には適時開催し、取締役会付議事項や重要事項について事前に積極的討議を

行う。

また、中期経営計画や年度事業計画を策定することで、各部門における具

体的目標とスケジュールを明確化し効率的な活動ができる体制を築くとと

もに、常にその進捗状況を監視し計画実現に向けて邁進できる体制とする。

ＩＴの主管部署を情報システム部とし、業務の効率化、迅速化および適正

性を確保するために、ＩＴ環境の整備を行う。

組織規程、職務権限規程、承認規程に基づき、各取締役の責任と執行手続

きを明確にする。

－ 3 －

業務の適正を確保するための体制
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５．当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務

の適正を確保するための体制

（会社法施行規則第100条第１項第５号）

関係会社管理規程に基づき関係会社管理担当部署を設け、常に関係会社に

関する情報を詳細に入手し管理すべく、関係会社社長との議論、意見交換の

場を設ける。また当社役員もしくは管理職使用人を関係会社の取締役もし

くは監査役として派遣し、グループの事業方針に合った意思決定がなされる

よう指導、監視する。コンプライアンス体制やリスク管理体制においても、

グループ全体としての方針に沿った活動が行われるような体制を築き、各種

規定及びマニュアルを作成するとともに、その運用状況についても監査を行

う。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項

（会社法施行規則第100条第３項第１号及び第２号）

内部監査室長は、常に監査役と連携を持ちながら監査業務を遂行するとと

もに、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、

必要に応じて所属使用人に監査役の職務を補助させるものとする。当該使

用人の任命、異動、人事考課については監査役会の意見を聴取し尊重したう

えで行うものとし、その指揮命令権は監査役にあり、取締役や内部監査室長

からの独立性を確保する。

７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告

に関する体制

（会社法施行規則第100条第３項第３号）

取締役及び使用人は、当社の業務や業績に対して重要な影響を与える事項

や職務執行に関する法令違反、定款違反及び不法行為の事実や、当社に著し

い損害を与える事実を発見した場合には、遅滞なく監査役に報告するものと

する。監査役は必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めること

ができるものとする。

－ 4 －

業務の適正を確保するための体制
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８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（会社法施行規則第100条第３項第４号）

監査役の監査が実効的に行われることを確保するために、代表取締役との

定期的な意見交換会の開催、会計監査人や内部監査室との連携、関係会社の

監査役との連絡会の開催等の体制を構築するとともに、経営管理部門（経営

管理部、総務部、経理部等）も監査役の職務執行の補助を行う体制を整備す

る。

９．反社会的勢力排除に向けた体制

(1) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体とは一切関

係を持たず、毅然とした態度で対応する。

(2) 反社会的勢力排除に向けた整備状況

①　企業倫理綱領担当取締役を責任者とし、総務部を担当部署とする。

②　警察署や弁護士等との連携を図り、問題に対処してゆく。

③　関係行政機関や関係団体等からの情報収集に努める。

④　倫理綱領に基本的な考え方を定めるとともに、マニュアル等を作成

し、周知徹底を図る。

（注）上記には当事業年度中の体制を記載しておりますが、平成27年４月30日

開催の当社取締役会において、内容の一部改訂を決議しました。改訂後

の体制は東京証券取引所及び当社のウェブサイトで開示しております。

－ 5 －

業務の適正を確保するための体制
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数………………………３社

連結子会社の名称……………………株式会社昭文社デジタルソリューシ

ョン

株式会社マップル・オン

キャンバスマップル株式会社

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び会社等の名称

持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の数及び会社等の名

称

持分法を適用していない

関連会社の数…………………………１社

関連会社の名称………………………昭文社（北京）信息技術有限公司

持分法を適用しない理由

持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いて

も連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として重要性がな

いため持分法を適用しておりません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のあるもの………………期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

市場価格のないもの………………移動平均法による原価法

－ 6 －

連結注記表
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(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

当社は主として先入先出法による原

価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を、連結子会社は個別法によ

る原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）を採用しております。

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産………………………定率法

（リース資産を除く）　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用しており

ます。

一部の連結子会社は取得価額が10万

円以上20万円未満の有形固定資産に

ついては、３年間で均等償却する方

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物　　　　　３～50年

機械装置及び運搬具　　　４～15年

工具、器具及び備品　　　２～20年

－ 7 －

連結注記表
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②　無形固定資産

（リース資産を除く）

データベース………………………会社の定めた年数による定額法

なお、主な償却年数は以下のとおり

であります。

全事業に供するもの　　　　　20年

電子事業に主として供するもの10年

のれん………………………………定額法　10年

ソフトウェア（自社利用）………社内における利用可能期間（主とし

て５年）に基づく定額法

ソフトウェア（市場販売目的）

………社内における見込有効期間（３年）

に基づく定額法

その他………………………………定額法

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金…………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

②　賞与引当金…………………………従業員の賞与の支給に備えるため､ 

賞与支給見込額のうち当連結会計年

度に負担すべき額を計上しておりま

す。

③　返品調整引当金……………………製品の返品による損失に備えるため、

連結計算書類作成会社の期末の売上

債権を基礎として返品見込額の売買

利益相当額及び返品に伴い発生する

廃棄損相当額を計上しております。

－ 8 －

連結注記表
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④　役員退職慰労引当金………………役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る資産及び負債の計上基準

退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産

の額を控除した額を計上しております。

過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定率法により

按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しており

ます。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部

におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上

しております。

②　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。

③　消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

－ 9 －

連結注記表



2015/06/03 17:17:24 / 14065715_株式会社昭文社_招集通知

（会計方針の変更に関する注記）

退職給付に関する会計基準等の適用

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。

以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給

付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用

指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職

給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法

を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法

を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から退職給付の

支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率

を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経

過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首において、退職給付債務

及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る資産が95,254千円増加し、

利益剰余金が61,305千円増加しております。また、当連結会計年度の営業損

失、経常損失及び税金等調整前当期純損失に与える影響は軽微であります。

なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純損失に与え

る影響は軽微であります。

（表示方法の変更に関する注記）

ソフトウェアの表示方法の変更

ソフトウェアの表示方法は、従来、連結貸借対照表上、無形固定資産の「そ

の他」（前連結会計年度687,161千円）に含めて表示しておりましたが、無形

固定資産における重要性が増したため、当連結会計年度より、無形固定資産

の「ソフトウェア」（当連結会計年度316,332千円）として表示しておりま

す。

－ 10 －
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（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物………………………………………………… 393,910千円

土地……………………………………………………………… 206,040

計………………………………………………………… 599,950千円

(2) 担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金…………………………………  50,017千円

長期借入金………………………………………………………  20,838

計…………………………………………………………  70,855千円

２．有形固定資産の減価償却累計額……………………………… 6,244,454千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式……………………………………………………………17,307,750株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成26年６月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式 332,566 20 平成26年３月31日 平成26年６月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連

結会計年度となるもの

平成27年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に

関する事項を次のとおり提案しております。

・配当金の総額………………………………………………… 332,560千円

・１株当たり配当額………………………………………………………20円

・基準日……………………………………………………平成27年３月31日

・効力発生日………………………………………………平成27年６月29日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

－ 11 －
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については預金等安全性の高い金融資産に限定

し、銀行等金融機関からの借入や社債発行により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程等に沿って

リスク低減を図っております。また、有価証券及び投資有価証券は主にＭ

ＭＦ（マネー・マネジメント・ファンド）及び株式であり、上場株式につ

いては四半期ごとに時価の把握を行っております。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて

困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1)現金及び預金 11,357,006 11,357,006 －

(2)受取手形及び売掛金 3,081,905 3,081,905 －

(3)有価証券及び投資有価証券 2,872,225 2,872,225 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(1）現金及び預金、並びに(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(3）有価証券及び投資有価証券

ＭＭＦについては、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿

価額によっており、上場株式については取引所の価格によっており

ます。

２．非上場株式等（連結貸借対照表計上額196,225千円）は、市場価格がな

く、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価

を把握することが極めて困難と認められるため、「(3）有価証券及び

投資有価証券」には含めておりません。

－ 12 －

連結注記表



2015/06/03 17:17:24 / 14065715_株式会社昭文社_招集通知

（退職給付に関する注記）

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年

金制度、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。

当社は、平成22年４月に適格退職年金制度から確定給付企業年金制度へ移

行しております。

また、複数事業主制度の企業年金として総合設立型厚生年金基金（出版厚

生年金基金）に加盟しており、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理

的に計算することができない制度であるため、確定拠出制度と同様に会計

処理しております。

　一部の連結子会社は、退職一時金制度によっております。

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（単位：千円）

①退職給付債務の期首残高 2,464,743

②会計方針の変更による累積的影響額 △95,254

③会計方針の変更を反映した期首残高（①＋②） 2,369,488

④勤務費用 133,362

⑤利息費用 23,694

⑥数理計算上の差異の当期発生額 △5,599

⑦退職給付の支払額 △136,713

⑧退職給付債務の期末残高（③＋④＋⑤＋⑥＋⑦） 2,384,233

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（単位：千円）

①年金資産の期首残高 3,622,959

②期待運用収益 90,573

③数理計算上の差異の発生額 51,037

④事業主からの拠出金 112,530

⑤退職給付の支払額 △136,713

⑥年金資産の期末残高（①＋②＋③＋④＋⑤） 3,740,388

－ 13 －
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(3) 簡便法を採用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の

調整表

（単位：千円）

①退職給付に係る負債の期首残高 76,000

②退職給付費用 9,298

③退職給付の支払額 △296

④退職給付に係る負債の期末残高（①＋②＋③） 85,002

(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退

職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表

（単位：千円）

①積立型制度の退職給付債務 2,384,233

②年金資産 △3,740,388

③（①＋②） △1,356,154

④非積立型制度の退職給付債務 85,002

⑤
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額

（③＋④）
△1,271,151

⑥退職給付に係る負債 85,002

⑦退職給付に係る資産 △1,356,154

⑧
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額

（⑥＋⑦）
△1,271,151

（注）連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用してお

ります。

(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

（単位：千円）

①勤務費用 142,661

②利息費用 23,694

③期待運用収益 △90,573

④数理計算上の差異の費用処理額 59,864

⑤過去勤務費用の費用処理額 △301,450

⑥
確定給付制度に係る退職給付費用

（①＋②＋③＋④＋⑤）
△165,804

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費

用」に計上しております。
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(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次

のとおりであります。

（単位：千円）

①未認識数理計算上の差異 45,732

②合計（①） 45,732

(7) 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

①国内債券 16％

②国内株式 4

③外国債券 5

④外国株式 4

⑤一般勘定 70

⑥その他 1

⑦合計（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥） 100％

(8) 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年

金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期

待される長期の収益率を考慮しております。

(9) 数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

①割引率 1.0％

②長期期待運用収益率 2.5％

３．複数事業主制度

確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度

への要拠出額は、39,610千円であります。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成26年３月31日現在）

年金資産の額 146,178,391千円

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額（注）
159,488,472

差引額 △13,310,081千円

　　（注）前連結会計年度においては「年金財政計算上の給付債務の額」と

掲記していた項目であります。

(2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合（平成26年３月31日現在）1.60％
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(3) 補足説明

上記(1) の差引額は、年金財政計算上の過去勤務債務残高14,480,089千

円及び剰余金1,170,008千円であります。本制度における過去勤務債務

の償却方法は残存期間21年10ヶ月の元利均等償却であり、当社は、当期

の連結財務諸表上、特別掛金20,121千円を費用処理しております。

　なお、上記(2) の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。
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（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）

繰延税金資産

返品調整引当金損金算入限度超過額 161,522

退職給付に係る負債 27,251

未払事業税否認 8,287

賞与引当金損金算入額否認 120,086

役員退職慰労引当金損金算入額否認 72,603

貸倒引当金損金算入限度超過額 119,685

会員権評価損否認 58,988

投資有価証券評価損否認 230,331

たな卸資産評価損否認 8,154

固定資産償却限度超過額 29,697

土地評価に係る繰延税金資産 314,875

減損損失 2,519,397

繰越欠損金 1,666,790

その他 110,947

繰延税金資産　小計 5,448,619

評価性引当額 △5,448,619

繰延税金資産　合計 －

繰延税金負債

土地評価に係る繰延税金負債 △460,019

退職給付に係る資産 △453,370

その他有価証券評価差額金 △216,705

その他 △4,792

繰延税金負債　合計 △1,134,888

繰延税金負債の純額 △1,134,888

繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

固定負債－繰延税金負債 △1,134,888
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異

があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 35.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 0.1

住民税均等割等 △0.3

のれん償却額 △0.2

未実現利益税効果未認識額 0.4

繰延税金資産に係る評価性引当額の増減 △40.3

税率変更による期末繰延税金負債の減額修正 1.3

繰越欠損金の期限切れ △0.6

その他 0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △4.1％

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方

税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31

日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税

率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産

及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.64％から平

成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異につ

いては33.10％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が

見込まれる一時差異については32.34％となります。

この税率変更により、繰延税金負債の金額が112,670千円、法人税等調整額

が90,557千円それぞれ減少しております。

また、その他有価証券評価差額金は22,112千円増加しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額…………………………………………………… 1,321円77銭

１株当たり当期純損失………………………………………………… 　423円51銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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（減損損失に関する注記）

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損

失を計上しました。

用途 種類 場所

事業用資産 建物及び構築物 東京都千代田区

事業用資産 機械装置及び運搬具 東京都千代田区

事業用資産 工具器具備品 東京都千代田区

事業用資産 土地
東京都江東区　　埼玉県加須市　　大阪府摂津市
神奈川県横浜市　千葉県市原市

事業用資産 データベース 東京都江東区

事業用資産 ソフトウェア他 東京都千代田区

その他 のれん 東京都千代田区

遊休資産 土地 東京都立川市

遊休資産 ソフトウェア 東京都千代田区　東京都江東区　　千葉県市原市

　減損損失を認識するに至った経緯

　　当社グループの事業環境は、地図情報の提供形態が、従来の出版物からパソ

コン・スマートフォン普及によるデジタルデータ提供へと大きく変化してお

り、カーナビゲーションの登場等により地図出版物の売上が継続的に減少傾

向を続けております。

　　さらにはそのデジタルデータ提供においてもインターネットにおける無料の

地図閲覧サイトやスマートフォンにおける無料ナビゲーションアプリの提供

も始まるとともに、ＰＮＤ（簡易型カーナビゲーション）市場の飽和化など

の要因によるカーナビ事業での売上が伸び悩む状況となっております。

　　また、当社グループを取り巻く事業環境の変化を勘案し、当社事業方針を従

来の地図情報提供をメインとする事業から「インバウンド事業」等のガイド

情報提供をメインとする事業へと変更いたしました。

　　この様な劇的な事業環境の変化と売上減少、当社の事業方針の変更を受け、

当社グループの固定資産の減損について検討した結果、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上いたしました。
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　減損損失の金額及び主な固定資産の種類ごとの当該金額の内訳

種類 金額

有形固定資産

　建物及び構築物

　機械装置及び運搬具

　工具器具備品

　土地

無形固定資産

　データベース

　のれん

　ソフトウェア他

            9,033千円

            2,503

            5,216

        1,927,847

        3,378,498

          132,297

          412,929

合計         5,868,326千円

　資産グループの方法

　　当社グループは、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を基礎

として資産のグルーピングを実施しており、遊休資産については個別資産ご

とに資産のグルーピングを行っております。

　回収可能価額の算定方法

　　回収可能価額として使用価値又は正味売却価額により測定しております。

　　使用価値は、将来キャッシュ・フローを11.63％で割り引いて算定しておりま

す。

　　また、正味売却価額は市場価額を基礎として合理的な見積りにより評価して

おります。

（注）以上の記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式………………………………移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のあるもの…………………期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

市場価格のないもの…………………移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

主として先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算

定）を採用しております。

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産…………………………定率法

（リース資産を除く）　　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　　　　３～50年

構築物　　　　　　　７～45年

機械及び装置　　　　９～15年

工具、器具及び備品　２～20年

－ 21 －
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(2) 無形固定資産

（リース資産を除く）

データベース…………………………会社の定めた年数による定額法

なお、主な償却年数は以下のとおり

であります。

全事業に供するもの　　　　　20年

電子事業に主として供するもの10年

ソフトウェア（自社利用）…………社内における利用可能期間（主とし

て５年）に基づく定額法

ソフトウェア（市場販売目的）……社内における見込有効期間（３年）

に基づく定額法

その他…………………………………定額法

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金……………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

(2) 賞与引当金……………………………従業員の賞与の支給に備えるため､ 

賞与支給見込額のうち当事業年度に

負担すべき額を計上しております。

(3) 返品調整引当金………………………製品の返品による損失に備えるため、

期末の売上債権を基礎として返品見

込額の売買利益相当額及び返品に伴

い発生する廃棄損相当額を計上して

おります。
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(4) 退職給付引当金………………………従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により、

発生年度から処理しております。

数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定率法によ

り、発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。

なお、年金資産の額が企業年金制度

に係る退職給付債務に当該企業年金

制度に係る未認識過去勤務債務及び

未認識数理計算上の差異を加減した

額を超えているため、前払年金費用

として貸借対照表の投資その他の資

産に計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金…………………役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、

連結財務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。
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（会計方針の変更に関する注記）

退職給付に関する会計基準等の適用

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以

下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日）を当事業年度より適

用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間

帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業

員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から退職給付の支払見込

期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する

方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な取扱いに従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用

の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しております。

この結果、当事業年度の期首の前払年金費用が95,254千円増加し、繰越利益剰

余金が61,305千円増加しております。また、当事業年度の営業損失、経常損失

及び税引前当期純損失に与える影響は軽微であります。

なお、当事業年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純損失に与える影響

は軽微であります。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額……………………………… 5,281,568千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権……………………………………………………… 656,425千円

長期金銭債権……………………………………………………… 350,000千円

短期金銭債務……………………………………………………… 138,650千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

売上高……………………………………………………………… 982,493千円

外注費……………………………………………………………… 896,041千円

営業取引以外の取引による取引高………………………………  13,232千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式………………………………………………………………… 679,714株
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（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）

繰延税金資産

返品調整引当金損金算入限度超過額 161,522

未払事業税否認 5,606

未払事業所税否認 4,333

賞与引当金損金算入額否認 104,995

役員退職慰労引当金損金算入額否認 72,603

貸倒引当金損金算入限度超過額 229,311

会員権評価損否認 58,988

投資有価証券評価損否認 572,511

たな卸資産評価損否認 7,915

土地評価に係る繰延税金資産 314,875

減損損失 2,290,828

繰越欠損金 1,605,600

その他 40,494

繰延税金資産　小計 5,469,587

評価性引当額 △5,469,587

繰延税金資産　合計 －

繰延税金負債

土地評価に係る繰延税金負債 △460,019

前払年金費用 △453,370

その他有価証券評価差額金 △216,687

その他 △4,880

繰延税金負債　合計 △1,134,957

繰延税金負債の純額 △1,134,957
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異

があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 35.6％

（調整）

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 0.1

住民税均等割等 △0.3

繰延税金資産に係る評価性引当額の増減 △40.4

税率変更による期末繰延税金負債の減額修正 1.4

その他 △0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △3.6％

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方

税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31

日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等

の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.64％から平成27

年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については

33.10％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる

一時差異については、32.34％となります。

この税率変更により、繰延税金負債の金額が112,668千円、法人税等調整額

が90,557千円それぞれ減少しております。

また、その他有価証券評価差額金は22,110千円増加しております。
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等
（単位：千円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（注３）

科目
期末残高
（注３）

子会社
㈱昭文社デ
ジタルソリ
ューション

所有
直接100.0％

役員の兼任

製品販売・デジ
タル地図データ
の入力等及び地
図情報に関する
Ｗｅｂ配信シス
テムの運用の業
務を委託
（注１）

671,538 買掛金 98,960

子会社
㈱ マ ッ プ
ル・オン

所有
直接100.0％

資金の援助
役員の兼任

── ──
破産更生
債権等
（注４）

350,000

利息の受取
（注２）

5,162 ── ──

子会社
キャンバス
マップル㈱

所有
直接100.0％ 役員の兼任

カーナビゲーシ
ョン事業におい
てのコンテンツ
提供
（注１）

867,064 売掛金 　620,416

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）製品の販売、コンテンツの提供については、市場価格を参考にしており、また委託業務

については、個別のプロジェクトごとに仕様に基づき積算された見積価格等をもとに交

渉のうえ決定しております。

（注２）㈱マップル・オンに対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しておりま

す。

なお、担保は受け入れておりません。

（注３）取引金額及び期末残高のうち、買掛金及び売掛金は消費税等を含んでおります。それ以

外の金額においては消費税等は含まれておりません。

 (注４) ㈱マップル・オンへの破産更生債権等に対し350,000千円の貸倒引当金を計上しておりま

す。
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（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額…………………………………………………… 1,286円41銭

１株当たり当期純損失…………………………………………………… 406円77銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（注）以上の記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。
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